
参
考
資
料

103

  38553_東
京

都
_マ

ン
シ

ョ
ン

管
理

_再
生

促
進

計
画

_本
文

　
103

【
修

正
日

】
2022年

4月
11日

 午
前

10時
37分



１ 関連データ

（１） マンションストックの状況 105

図１ 規模別の棟数、建築年別の棟当たり戸数割合 105

図２ 地域別棟数の分布 106

図３ 旧耐震基準マンションの分布（用途地域別） 108

図４ 団地型マンションの状況 108

（２）マンション市場の状況 109

図５ 住宅着工戸数及び総着工戸数に占めるマンション戸数比率の推移 109

図６ マンション供給戸数の地域別割合の推移 109

図７ 既存住宅の平均成約価格の推移 110

図８ マンション購入時に重視した事項 110

図９図 マンション購入の際に必要と考える管理に関する情報 111

（３）マンションの管理の状況 112

図10図 管理組合の有無 112

図11 管理者等の有無 112

図12図 管理規約の有無 112 

図13図 総会開催（年1回以上）の有無 112

図14 管理費の有無 112

図15図２修繕積立金の有無 112  

図16図２修繕の計画的な実施の有無 112

図17 管理不全の兆候の有無（管理方式別） 113

図18 未充足必須７項目の構成割合（未充足数別） 113

図19 長期修繕計画の作成状況 114

図20 滞納対応ルールの有無 114

図21 区分所有者名簿の有無 114

図22  設計図書の有無 114

図23  修繕履歴の有無 115

図24  ㎡当たりの月額修繕積立金 115

図25  防災への取組状況 116

図26 バリアフリー化・環境への取組又は実施状況 116

図27 地域コミュティの形成等の取組 117

図28 連絡窓口の属性 117

（４）マンションの耐震化の状況 118

図29 耐震診断を実施していないマンションの検討状況 118   

図30 耐震改修を実施していないマンションの検討状況 118

（５）マンションの建替えの状況 119

図31 都内区市別建替え実績 119

図32 建替え事例の分析 120

図33 建替えの検討状況（旧耐震基準のマンション） 121

２ 東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例 122 

３ 東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例施行規則 127

104

参
考
資
料

目 次

参
考
資
料

104

  38553_東
京

都
_マ

ン
シ

ョ
ン

管
理

_再
生

促
進

計
画

_本
文

　
104

【
修

正
日

】
2022年

4月
11日

 午
前

10時
37分



１ 関連データ

（１） マンションストックの状況 105

図１ 規模別の棟数、建築年別の棟当たり戸数割合 105

図２ 地域別棟数の分布 106

図３ 旧耐震基準マンションの分布（用途地域別） 108

図４ 団地型マンションの状況 108

（２）マンション市場の状況 109

図５ 住宅着工戸数及び総着工戸数に占めるマンション戸数比率の推移 109

図６ マンション供給戸数の地域別割合の推移 109

図７ 既存住宅の平均成約価格の推移 110

図８ マンション購入時に重視した事項 110

図９図 マンション購入の際に必要と考える管理に関する情報 111

（３）マンションの管理の状況 112

図10図 管理組合の有無 112

図11 管理者等の有無 112

図12図 管理規約の有無 112 

図13図 総会開催（年1回以上）の有無 112

図14 管理費の有無 112

図15図２修繕積立金の有無 112  

図16図２修繕の計画的な実施の有無 112

図17 管理不全の兆候の有無（管理方式別） 113

図18 未充足必須７項目の構成割合（未充足数別） 113

図19 長期修繕計画の作成状況 114

図20 滞納対応ルールの有無 114

図21 区分所有者名簿の有無 114

図22  設計図書の有無 114

図23  修繕履歴の有無 115

図24  ㎡当たりの月額修繕積立金 115

図25  防災への取組状況 116

図26 バリアフリー化・環境への取組又は実施状況 116

図27 地域コミュティの形成等の取組 117

図28 連絡窓口の属性 117

（４）マンションの耐震化の状況 118

図29 耐震診断を実施していないマンションの検討状況 118   

図30 耐震改修を実施していないマンションの検討状況 118

（５）マンションの建替えの状況 119

図31 都内区市別建替え実績 119

図32 建替え事例の分析 120

図33 建替えの検討状況（旧耐震基準のマンション） 121

２ 東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例 122 

３ 東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例施行規則 127

104

参
考
資
料

目 次

参
考
資
料

105

  38553_東
京

都
_マ

ン
シ

ョ
ン

管
理

_再
生

促
進

計
画

_本
文

　
105

【
修

正
日

】
2022年

4月
11日

 午
前

10時
37分



千代

田
中央 港 新宿 文京 台東 墨田 江東 品川 目黒 大田

世田

谷

全体 763 1,001 2,147 2,633 2,000 1,694 1,526 1,757 2,253 1,831 3,373 4,194

区分所有法改正後

（1984年以降）
468 685 1,177 1,725 1,395 1,205 1,190 1,307 1,610 1,243 2,539 2,927

区分所有法改正前

(1983年以前）
295 316 970 908 605 489 336 450 643 588 834 1,267

0
500
1,000
1,500
2,000
2,500
3,000
3,500
4,000
4,500

図２ 地域別棟数の分布

（区部）

(棟)

n=43,778

(棟)

渋谷 中野 杉並 豊島 北 荒川 板橋 練馬 足立 葛飾 江戸川

全体 2,425 1,847 2,404 2,008 1,054 766 2,108 2,083 1,469 1,222 1,220

区分所有法改正後

（1984年以降）
1,489 1,375 1,672 1,345 863 648 1,563 1,625 1,198 1,023 1,035

区分所有法改正前

(1983年以前）
936 472 732 663 191 118 545 458 271 199 185

0
500
1,000
1,500
2,000
2,500
3,000
3,500
4,000
4,500

参
考
資
料

106

参
考
資
料

106

  38553_東
京

都
_マ

ン
シ

ョ
ン

管
理

_再
生

促
進

計
画

_本
文

　
106

【
修

正
日

】
2022年

4月
11日

 午
前

10時
37分



千代

田
中央 港 新宿 文京 台東 墨田 江東 品川 目黒 大田

世田

谷

全体 763 1,001 2,147 2,633 2,000 1,694 1,526 1,757 2,253 1,831 3,373 4,194

区分所有法改正後

（1984年以降）
468 685 1,177 1,725 1,395 1,205 1,190 1,307 1,610 1,243 2,539 2,927

区分所有法改正前

(1983年以前）
295 316 970 908 605 489 336 450 643 588 834 1,267

0
500
1,000
1,500
2,000
2,500
3,000
3,500
4,000
4,500

図２ 地域別棟数の分布

（区部）

(棟)

n=43,778

(棟)

渋谷 中野 杉並 豊島 北 荒川 板橋 練馬 足立 葛飾 江戸川

全体 2,425 1,847 2,404 2,008 1,054 766 2,108 2,083 1,469 1,222 1,220

区分所有法改正後

（1984年以降）
1,489 1,375 1,672 1,345 863 648 1,563 1,625 1,198 1,023 1,035

区分所有法改正前

(1983年以前）
936 472 732 663 191 118 545 458 271 199 185

0
500
1,000
1,500
2,000
2,500
3,000
3,500
4,000
4,500

参
考
資
料

106

参
考
資
料

107

  38553_東
京

都
_マ

ン
シ

ョ
ン

管
理

_再
生

促
進

計
画

_本
文

　
107

【
修

正
日

】
2022年

4月
11日

 午
前

10時
37分



参
考
資
料

108

  38553_東
京

都
_マ

ン
シ

ョ
ン

管
理

_再
生

促
進

計
画

_本
文

　
108

【
修

正
日

】
2022年

4月
11日

 午
前

10時
37分



参
考
資
料

109

  38553_東
京

都
_マ

ン
シ

ョ
ン

管
理

_再
生

促
進

計
画

_本
文

　
109

【
修

正
日

】
2022年

4月
11日

 午
前

10時
37分



参
考
資
料

110

  38553_東
京

都
_マ

ン
シ

ョ
ン

管
理

_再
生

促
進

計
画

_本
文

　
110

【
修

正
日

】
2022年

4月
11日

 午
前

10時
37分



参
考
資
料

111

  38553_東
京

都
_マ

ン
シ

ョ
ン

管
理

_再
生

促
進

計
画

_本
文

　
111

【
修

正
日

】
2022年

4月
11日

 午
前

10時
37分



兆候なし

55.8%
兆候有り

5.2%

兆候なし

15.6%

兆候有り

1.8%

兆候なし

13.2% 兆候有り

8.5%

5,484棟; 全部委託

1,557棟; 一部委託

1,951棟; 自主管理

図17 管理不全の兆候 の有無（管理方式別）

2.4 
9.3 

17.9 19.0 19.6 16.7 14.3 12.1 

13.5 

8.9 5.2 6.9 
8.5 14.3 

3.2 

8.5 

13.0 18.7 
19.0 

16.4 
14.3 

10.1 

22.6 

26.0 
24.2 19.0 

16.4 14.3 

0.4 

0.7 

1.1 
3.0 6.1 

11.1 14.3 

7.8 

16.1 

14.5 
16.2 17.1 

15.8 14.3 

64.1 

29.3 

18.6 
13.7 12.4 15.2 14.3 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

１項目

n=835棟×１

２項目

n=230棟×2

３項目

n=149棟×3

４項目

n=91棟×4

５項目

n=102棟×5

６項目

n=57棟×6

７項目

n=33棟×7

管理組合 管理者 管理規約 総会開催(年１回以上) 管理費 修繕積立金 修繕の計画的な実施

（資料）管理状況届出制度の集計データ（令和３(2021)年12月末）/東京都

図18 未充足必須７項目 の構成割合（未充足数別）
※

※ 管理不全を予防するための必須事項である７項目

（％）

※

※ 管理不全を予防するための必須事項である次の七つの項目（管理組合の有無、管理者等の有無、管理規約
の有無、年１回以上の総会開催の有無、管理費の有無、修繕積立金の有無、修繕の計画的な実施（大規模な
修繕工事）の有無）のいずれかが「ない」又は「いない」となっている状況

（未充足数）

参
考
資
料

113

参
考
資
料

112

  38553_東
京

都
_マ

ン
シ

ョ
ン

管
理

_再
生

促
進

計
画

_本
文

　
112

【
修

正
日

】
2022年

4月
11日

 午
前

10時
37分



兆候なし

55.8%
兆候有り

5.2%

兆候なし

15.6%

兆候有り

1.8%

兆候なし

13.2% 兆候有り

8.5%

5,484棟; 全部委託

1,557棟; 一部委託

1,951棟; 自主管理

図17 管理不全の兆候 の有無（管理方式別）

2.4 
9.3 

17.9 19.0 19.6 16.7 14.3 12.1 

13.5 

8.9 5.2 6.9 
8.5 14.3 

3.2 

8.5 

13.0 18.7 
19.0 

16.4 
14.3 

10.1 

22.6 

26.0 
24.2 19.0 

16.4 14.3 

0.4 

0.7 

1.1 
3.0 6.1 

11.1 14.3 

7.8 

16.1 

14.5 
16.2 17.1 

15.8 14.3 

64.1 

29.3 

18.6 
13.7 12.4 15.2 14.3 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

１項目

n=835棟×１

２項目

n=230棟×2

３項目

n=149棟×3

４項目

n=91棟×4

５項目

n=102棟×5

６項目

n=57棟×6

７項目

n=33棟×7

管理組合 管理者 管理規約 総会開催(年１回以上) 管理費 修繕積立金 修繕の計画的な実施

（資料）管理状況届出制度の集計データ（令和３(2021)年12月末）/東京都

図18 未充足必須７項目 の構成割合（未充足数別）
※

※ 管理不全を予防するための必須事項である７項目

（％）

※

※ 管理不全を予防するための必須事項である次の七つの項目（管理組合の有無、管理者等の有無、管理規約
の有無、年１回以上の総会開催の有無、管理費の有無、修繕積立金の有無、修繕の計画的な実施（大規模な
修繕工事）の有無）のいずれかが「ない」又は「いない」となっている状況

（未充足数）

参
考
資
料

113

参
考
資
料

113

  38553_東
京

都
_マ

ン
シ

ョ
ン

管
理

_再
生

促
進

計
画

_本
文

　
113

【
修

正
日

】
2022年

4月
11日

 午
前

10時
37分



図19 長期修繕計画の作成状況

（資料）管理状況届出制度の集計データ（令和３(2021)年12月末）/東京都
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(注) 都内の建替え事例（令和元(2019)年３月末時点）のうち、建替え前の数値が把握できる物件のみグラフ化
容積使用率：指定容積率に対して、マンションが使用している容積率の割合
延床倍率：従前延床面積に対する従後延床面積の割合
還元率：従前の専有面積に対して、従後負担なく取得できる専有面積の割合

（資料）平成25(2013)年度、令和2(2020)年度の東京都の調査による

図32 建替え事例の分析
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(注) 都内の建替え事例（令和元(2019)年３月末時点）のうち、建替え前の数値が把握できる物件のみグラフ化
容積使用率：指定容積率に対して、マンションが使用している容積率の割合
延床倍率：従前延床面積に対する従後延床面積の割合
還元率：従前の専有面積に対して、従後負担なく取得できる専有面積の割合

（資料）平成25(2013)年度、令和2(2020)年度の東京都の調査による

図32 建替え事例の分析
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別　記

第１号様式（第４条及び第５条関係）

（表面）

□更新

　　年　　　月　　　日

東　京　都　知　事　殿

届出者

マンション管理組合
氏　名

ママンンシショョンンのの概概要要
〒 ―

フリガナ

□団地管理組合である ⇒⇒※※団団地地管管理理組組合合ででああるる場場合合：： 全 棟
（（管管理理のの形形態態））

□　棟別管理組合が中心となり、管理を行っている
□　団地管理組合が中心となり、管理を行っている
□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□団地管理組合でない

全 戸 ※団地管理組合の場合は、各棟の戸数を記載してください。

階

（（西西暦暦）） 年 月 日

□　所有権　　 　　　 □　借地権　　　　□　定期借地権　　　□　その他（　　　　　　　）

□　なし　　　　　　　□　店舗　　　　　　 □　事務所　　　　  　□　その他（　　　　　　　）

□　全部委託　　　□　一部委託　　　□　自主管理　　　   □　その他（　　　　　　　）

※「全部委託」又は「一部委託」の場合は記載してください。

フリガナ

〒　　　－ 電話　　　　　　（　　　　　　　　）

管管理理不不全全をを予予防防すするるたためめのの必必須須事事項項
□　ある □　ない

□　いる □　いない

□　ある □　ない 年

年年１１回回以以上上のの開開催催 □　ある □　ない

議議事事録録 □　ある □　ない

□　ある □　ない

□　ある □　ない 円/㎡（月当たり）

（日本産業規格Ａ列４番）

　東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例第15条第１項、第３項及び第４項並びに
第16条第１項の規定により、下記のとおり届け出ます。

受　付　番　号

所所在在地地
（（住住居居表表示示））

土土地地のの権権利利

併併設設用用途途

管管理理形形態態
管管理理業業者者名名

（（支支店店名名ままでで記記入入））

管管理理組組合合のの形形態態

戸戸　　　　数数

階階　　　　数数

新新築築年年月月日日

□新規

年

最最終終改改正正年年　　（（西西暦暦））

㎡㎡当当たたりり月月額額

直直近近実実施施年年　　（（西西暦暦））

ママンンシショョンン管管理理状状況況届届出出書書

管管理理費費

修修繕繕積積立立金金

修修繕繕のの計計画画的的なな実実施施
（（大大規規模模なな修修繕繕工工事事））

□　ある □　ない

住住　　所所

管管理理組組合合

管管理理者者等等

管管理理規規約約

総総会会開開催催

ママンンシショョンン名名

【記入上の注意点】
１ 団地管理組合が届出を行う場合は、「記入の手引」を参照してください。

各棟の記載事項について、下線を付けた項目以外の内容が同一である場合は、各棟別に下線を付けた項目を御回

答いただき、それ以外の項目は基となる１枚にのみ記載していただくことで、届出を受理します。

２ 太枠内は、必須で回答が必要な項目です。
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（裏面）

適適正正なな維維持持管管理理にに関関すするる事事項項

□　ある □　ない 最最新新作作成成年年 （（西西暦暦）） 年

年間 【【　　（（西西暦暦））　　　　　　　　　　　年度　～　　　　　　年度】】

□　ある □　ない □　ある □　ない

【【割割合合】】 □0%　□～5%　□～10%　□～15%　□～20%　□20%超　□不明 【【戸戸数数】】 戸

【【割割合合】】 □0%　□～5%　□～10%　□～20%　□20%超　□不明 【【戸戸数数】】 戸

※1981年5月31日以前に建築確認を受けたマンションである場合のみ回答してください。

 □ 実施済 ⇒⇒※※実実施施済済のの場場合合：：  □ 耐震性あり □耐震性なし

 □ 未実施

 □ 実施済  □ 未実施

□　ある □　ない □　ある □　ない

ママンンシショョンンのの社社会会的的機機能能のの向向上上にに資資すするる取取組組にに関関すするる事事項項

自主防災組織 □　ある □　ない

防災マニュアル □　ある □　ない

防災用品の備蓄 □　ある □　ない

避難行動要支援者名簿 □　ある □　ない

防災訓練の定期的な実施 □　ある □　ない

エントランスのバリアフリー化（スロープの設置など） □　ある □　ない

共用廊下等への手すりの設置 □　ある □　ない

エレベーターの設置 □　ある □　ない

共用部分のLED化 □　ある □　ない

開口部の遮熱性能の向上（二重窓・外断熱等） □　ある □　ない

電気自動車等用充電設備の設置等 □　ある □　ない

□　ある □　ない

例：町会・自治会との共催事業・協力連携イベント（祭り・運動会・防災訓練・清掃活動等）

連連絡絡先先

　□管理組合理事長　□区分所有者等　□マンション管理業者

　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

〒　　　－ 電話　　　　　　（　　　　　　　　）

フリガナ

※行政からのオンラインによるお知らせ等を希望する場合は、メールアドレスを記入してください。

【受付欄】

　　　　年　　　月　　　日

メメーールル
アアドドレレスス

設設計計図図書書

長長期期修修繕繕計計画画
計計画画期期間間

滞滞納納対対応応にに
関関すするるルルーールル

空空きき住住戸戸

賃賃貸貸化化住住戸戸

修修繕繕履履歴歴

区区分分所所有有者者等等
名名簿簿等等

（日本産業規格Ａ列４番）

備考

受　付

担当者

耐耐震震化化のの状状況況 耐耐震震診診断断

耐耐震震改改修修

防防災災へへのの取取組組

ババリリアアフフリリーー化化・・
環環境境へへのの取取組組

又又はは実実施施

地地域域ココミミュュニニテティィ
のの形形成成等等のの取取組組

連連絡絡窓窓口口

属属　　性性

住住　　所所

氏氏　　名名

【留意事項】

１ 東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例（平成31年東京都条例第30号）第３条第２項では、

条例の施行及びマンションの適正な管理の促進を図るための施策の実施に当たって、特別区及び市町村（以下

「区市町村」という。）が行う施策に対し、都は必要な支援を行うものとしています。

区市町村と緊密に連携し、情報の共有を図るとともに必要な支援を行うため、本届出内容は、同条第３項に

定めるデータベースに記録するとともに、都と区市町村とで共有させていただきます。

２ 御回答いただいた内容は、条例の施行のほか、マンションの建替えや耐震化の促進に関する施策の実施に当

たっての基礎資料及び連絡先として利用する場合がありますが、行政目的以外に利用することはありません。
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第２号様式（第４条及び第５条関係）

（表面）

ママンンシショョンン管管理理状状況況届届出出事事項項変変更更等等届届出出書書

□新規届出からの変更 □更新届出からの変更

　　年　　　月　　　日
東　京　都　知　事　殿

届出者

マンション管理組合
氏　名

変変更更理理由由
□変更 □建物の滅失その他の事由

□ 建物を除却したため □　区分所有建物ではなくなったため □　その他（　　　　　　　　）

ママンンシショョンンのの概概要要
〒 ―

フリガナ

□団地管理組合である ⇒⇒※※団団地地管管理理組組合合ででああるる場場合合：： 全 棟
（（管管理理のの形形態態））

□　棟別管理組合が中心となり、管理を行っている
□　団地管理組合が中心となり、管理を行っている
□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□団地管理組合でない

全 戸 ※団地管理組合の場合は、各棟の戸数を記載してください。

階

（（西西暦暦）） 年 月 日

□　所有権　　 　　　 □　借地権　　　　□　定期借地権　　　□　その他（　　　　　　　）

□　なし　　　　　　　□　店舗　　　　　　 □　事務所　　　　  　□　その他（　　　　　　　）

□　全部委託　　　□　一部委託　　　□　自主管理　　　   □　その他（　　　　　　　）
※「全部委託」又は「一部委託」の場合は記載してください。

フリガナ

〒　　　－ 電話　　　　　　（　　　　　　　　）

管管理理不不全全をを予予防防すするるたためめのの必必須須事事項項

□　ある □　ない

□　いる □　いない

□　ある □　ない 年

年年１１回回以以上上のの開開催催 □　ある □　ない

議議事事録録 □　ある □　ない

□　ある □　ない
□　ある □　ない 円/㎡（月当たり）

（日本産業規格Ａ列４番）

年

管管理理費費
修修繕繕積積立立金金 ㎡㎡当当たたりり月月額額

修修繕繕のの計計画画的的なな実実施施
（（大大規規模模なな修修繕繕工工事事））

□　ある □　ない 直直近近実実施施年年　　（（西西暦暦））

管管理理組組合合

管管理理者者等等

管管理理規規約約 最最終終改改正正年年　　（（西西暦暦））

総総会会開開催催

新新築築年年月月日日

土土地地のの権権利利

併併設設用用途途

管管理理形形態態
管管理理業業者者名名

（（支支店店名名ままでで記記入入））

住住　　所所

階階　　　　数数

受　付　番　号

　東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例第15条第５項及び第16条第２項の規定に
より、下記のとおり届け出ます。

所所在在地地
（（住住居居表表示示））

ママンンシショョンン名名

管管理理組組合合のの形形態態

戸戸　　　　数数

※※変変更更ががああっったた箇箇所所ののみみ記記載載ししててくくだだささいい。。

【記入上の注意点】

１ 団地管理組合が届出を行う場合は、「記入の手引」を参照してください。

各棟の記載事項について、下線を付けた項目以外の内容が同一である場合は、各棟別に下線を付けた項目を御

回答いただき、それ以外の項目は基となる１枚にのみ記載していただくことで、届出を受理します。

２ 太枠内は、必須で回答が必要な項目です。
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（裏面）

適適正正なな維維持持管管理理にに関関すするる事事項項

□　ある □　ない 最最新新作作成成年年 （（西西暦暦）） 年

年間 【【　　（（西西暦暦））　　　　　　　　　　　年度　～　　　　　　年度】】

□　ある □　ない □　ある □　ない

【【割割合合】】 □0%　□～5%　□～10%　□～15%　□～20%　□20%超　□不明 【【戸戸数数】】 戸

【【割割合合】】 □0%　□～5%　□～10%　□～20%　□20%超　□不明 【【戸戸数数】】 戸

※1981年5月31日以前に建築確認を受けたマンションである場合のみ回答してください。

 □ 実施済 ⇒⇒※※実実施施済済のの場場合合：：  □ 耐震性あり □耐震性なし

 □ 未実施

 □ 実施済  □ 未実施

□　ある □　ない □　ある □　ない

ママンンシショョンンのの社社会会的的機機能能のの向向上上にに資資すするる取取組組にに関関すするる事事項項

自主防災組織 □　ある □　ない

防災マニュアル □　ある □　ない

防災用品の備蓄 □　ある □　ない

避難行動要支援者名簿 □　ある □　ない

防災訓練の定期的な実施 □　ある □　ない

エントランスのバリアフリー化（スロープの設置など） □　ある □　ない

共用廊下等への手すりの設置 □　ある □　ない

エレベーターの設置 □　ある □　ない

共用部分のLED化 □　ある □　ない

開口部の遮熱性能の向上（二重窓・外断熱等） □　ある □　ない

電気自動車等用充電設備の設置等 □　ある □　ない

□　ある □　ない

例：町会・自治会との共催事業・協力連携イベント（祭り・運動会・防災訓練・清掃活動等）

連連絡絡先先

　□管理組合理事長　□区分所有者等　□マンション管理業者

　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

〒　　　－ 電話　　　　　　（　　　　　　　　）

フリガナ

※行政からのオンラインによるお知らせ等を希望する場合は、メールアドレスを記入してください。

【受付欄】

　　　　年　　　月　　　日

（日本産業規格Ａ列４番）

地地域域ココミミュュニニテティィ
のの形形成成等等のの取取組組

連連絡絡窓窓口口

属属　　性性

住住　　所所

氏氏　　名名

メメーールル
アアドドレレスス

長長期期修修繕繕計計画画
計計画画期期間間

滞滞納納対対応応にに
関関すするるルルーールル

区区分分所所有有者者等等
名名簿簿等等

備考

受　付

担当者

修修繕繕履履歴歴

空空きき住住戸戸

賃賃貸貸化化住住戸戸

耐耐震震化化のの状状況況 耐耐震震診診断断

耐耐震震改改修修

設設計計図図書書

防防災災へへのの取取組組

ババリリアアフフリリーー化化・・
環環境境へへのの取取組組

又又はは実実施施

【留意事項】

１ 東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例（平成31年東京都条例第30号）第３条第２項では、

条例の施行及びマンションの適正な管理の促進を図るための施策の実施に当たって、特別区及び市町村（以下

「区市町村」という。）が行う施策に対し、都は必要な支援を行うものとしています。

区市町村と緊密に連携し、情報の共有を図るとともに必要な支援を行うため、本届出内容は、同条第３項に

定めるデータベースに記録するとともに、都と区市町村とで共有させていただきます。

２ 御回答いただいた内容は、条例の施行のほか、マンションの建替えや耐震化の促進に関する施策の実施に当

たっての基礎資料及び連絡先として利用する場合がありますが、行政目的以外に利用することはありません。

第３号様式（第６条関係） 

調査実施通知書 

 

第    号 

  年  月  日 

 

 

               殿 

 

東京都知事       □印   

 

 

 

              下記マンションについて、東京におけるマンションの適正な

管理の促進に関する条例（平成 31 年東京都条例第 30 号）第 17 条の規定により、下記のと

おり調査を実施するので通知します。 

 

記 

 

１ 対象となるマンション 

  所在地 （マンションの存する土地を表示） 

 

２ 調査の実施予定日時 

    年  月  日（  ） 午前・午後   時 から  

 

３ 調査を行う者     名 

 

４ 必要となる書類 

  

 ５ 担当・連絡先 

 

（日本産業規格Ａ列４番） 
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第３号様式（第６条関係） 

調査実施通知書 

 

第    号 

  年  月  日 

 

 

               殿 

 

東京都知事       □印   

 

 

 

              下記マンションについて、東京におけるマンションの適正な

管理の促進に関する条例（平成 31 年東京都条例第 30 号）第 17 条の規定により、下記のと

おり調査を実施するので通知します。 

 

記 

 

１ 対象となるマンション 

  所在地 （マンションの存する土地を表示） 

 

２ 調査の実施予定日時 

    年  月  日（  ） 午前・午後   時 から  

 

３ 調査を行う者     名 

 

４ 必要となる書類 

  

 ５ 担当・連絡先 

 

（日本産業規格Ａ列４番） 
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第４号様式（第６条関係） 

 

（表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大きさ 縦 5.5 センチメートル 

横 9.1 センチメートル 

 

（裏） 

 

 

 

     第   号 

調 査 員 証 

 

所属部署名 

職   名 

氏   名 

生 年 月 日 

 

上記の者は、東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例第１７条

第３項の規定に基づく調査の権限を有する者であることを証明する。 

     年  月  日発行（  年  月  日まで有効） 

 

東京都知事 

東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例（平成 31 年東京都条例第 30 号）（抜粋） 

 

（調査等） 

第 17 条 知事は、この条例の施行に必要な限度において、第 15 条第１項若しくは第３項から第５項ま

で又は前条第１項若しくは第２項の規定による届出を行ったマンションの管理組合又は区分所有者

等に対し、その管理状況について必要な報告を求め、又は当該管理組合若しくは当該区分所有者等の

協力を得て、その職員又はその委任した者（以下「職員等」という。）に、当該マンションに立ち入

り、書類その他の物件を調査させることができる。 

２ 知事は、第 15条第 1項、第３項若しくは第５項又は前条第１項若しくは第２項の規定により管理

状況に関する事項について届出を要するマンションの管理組合から正当な理由なく届出がない場合

においては、当該管理組合又は区分所有者等に対し、前項の例により、報告を求め、又は職員等に調

査させることができる。 

３ 前２項の規定によりマンションに立ち入り、調査しようとする者は、規則で定めるところにより、

あらかじめ調査の実施を通知し、第１項の協力を得るための必要な要請を行うとともに、調査の実施

に際しては、身分を示す証明書を関係者に提示しなければならない。 

４ 第１項及び第２項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

 

注意 この証票は、他人に貸与し、又は譲渡してはならない。 
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第４号様式（第６条関係） 

 

（表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大きさ 縦 5.5 センチメートル 

横 9.1 センチメートル 

 

（裏） 

 

 

 

     第   号 

調 査 員 証 

 

所属部署名 

職   名 

氏   名 

生 年 月 日 

 

上記の者は、東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例第１７条

第３項の規定に基づく調査の権限を有する者であることを証明する。 

     年  月  日発行（  年  月  日まで有効） 

 

東京都知事 

東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例（平成 31 年東京都条例第 30 号）（抜粋） 

 

（調査等） 

第 17 条 知事は、この条例の施行に必要な限度において、第 15 条第１項若しくは第３項から第５項ま

で又は前条第１項若しくは第２項の規定による届出を行ったマンションの管理組合又は区分所有者

等に対し、その管理状況について必要な報告を求め、又は当該管理組合若しくは当該区分所有者等の

協力を得て、その職員又はその委任した者（以下「職員等」という。）に、当該マンションに立ち入

り、書類その他の物件を調査させることができる。 

２ 知事は、第 15条第 1項、第３項若しくは第５項又は前条第１項若しくは第２項の規定により管理

状況に関する事項について届出を要するマンションの管理組合から正当な理由なく届出がない場合

においては、当該管理組合又は区分所有者等に対し、前項の例により、報告を求め、又は職員等に調

査させることができる。 

３ 前２項の規定によりマンションに立ち入り、調査しようとする者は、規則で定めるところにより、

あらかじめ調査の実施を通知し、第１項の協力を得るための必要な要請を行うとともに、調査の実施

に際しては、身分を示す証明書を関係者に提示しなければならない。 

４ 第１項及び第２項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

 

注意 この証票は、他人に貸与し、又は譲渡してはならない。 







東京 マンション管理・再生促進計画

編集・発行  東京都住宅政策本部民間住宅部マンション課 

４

〒163-8001 東京都新宿区西新宿二丁目８番１号 

電話 03-5320-5004 

 印   刷  株式会社成光社 

        東京都中央区日本橋小伝馬町14-９ 小伝馬ファインビル３F

        電話　03-3808-0703 

登録番号（3）37 



  38553_東
京

都
_マ

ン
シ

ョ
ン

管
理

_再
生

促
進

計
画

_表
紙

　
1

【
修

正
日

】
2022年

3月
17日

 午
後

1時
46分

月
３
年
）
２
２
０
２
（
４
和
令

京
東

東京 マンション管理・再生促進計画
令和４（2022）年３月改定




